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１ 各会計歳出予算の推移

　平成２１年度の予算編成は、昨年、全面的に見直した「美幌町財政運営計画」、平成１９年度に策

定した「公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化・経営健全化計画」の着実な実行、更には財

政健全化法の本格施行において、行財政改革の更なる推進により、歳入の確保、歳出の削減を取り進

め、財政の健全化に向けた取り組みを一層強化し、安定的で弾力的な行財政運営の確立を目指し、か

つ、第５期総合計画の推進に向け編成作業を取り進めてきたところであります。

　また、このような厳しい予算編成環境下にあっても、住民の健康と生命、更には環境や産業を守る

新たな取り組みを実施すべく、予算編成にあたったところであります。

　その結果、一般会計９４億６，６６３万９千円、特別会計６０億４，７００万３千円、企業会計２

６億９，０５９万３千円となり、全会計では１８２億４２３万５千円、対前年８億５，１５７万９千

円の減、率にして４．５％の減となりました。

　国民健康保険特別会計は、高額対象医療費の減及び老人保健精算医療費拠出金の減により前年対比

７．１％減の２７億４，８４５万１千円を計上しました。

　老人保健特別会計は、医療制度改正に伴う後期高齢者医療制度への移行により、前年対比９９．７

％減の１２２万６千円を計上しました。

　後期高齢者医療特別会計は、後期高齢者医療保険料の減及び保険基盤安定分の増により前年対比４

．３％減の２億２，１１７万８千円を計上しました。

　公共下水道特別会計は、汚水管移設工事の減及び繰上償還（借換）に伴う公債費の減により、前年

対比８．１％減の１４億３３５万８千円（うち繰上・借換債償還分は３億４，５２８万７千円）を計

上しました。

　個別排水処理特別会計は、個別浄化槽設置戸数の増により、前年対比３３．９％増の６，６２４万

４千円を計上しました。
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一般会計の予算規模の推移
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　介護保険特別会計は、施設及び居宅介護サービス給付費の伸びにより、前年対比４．５％増の１２

億５，７８３万円を計上しました。

　介護サービス特別会計は、通所介護サービス事業の廃止等により、前年対比３．４％減の３億４，

８７１万６千円を計上しました。

　水道事業会計は、配水管整備工事及び繰上償還に伴う企業債償還金の減により、前年対比２８．２

％減の８億２，１３１万４千円（うち繰上・借換債償還分は１億８５万８千円）を計上しました。

　病院事業会計は、臨時医師賃金の増等により、前年対比１．６％増の１８億６，９２７万９千円を

計上しました。

2

平成２１年度美幌町各会計の予算規模の割合は次のようになっています。
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水道事業・病院事業会計予算規模の推移
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２ 平成２１年度一般会計歳出予算の科目別配分状況

　平成２１年度と平成２０年度の一般会計予算の歳出を科目別に比較してみました。

　平成２１年度は２０年度同様に公債費が最も多く、次いで民生費、職員給与費、土木費の順になっ

ています。公債費が前年度より増額となっているのは、公的資金補償金免除繰上・借換債償還分を計

上したことによるものです。民生費や土木費の予算額が大きいのは、後期高齢者医療療養給付費負担

金及び後期高齢者医療特別会計繰出金、第１３１号道路外３改良舗装事業の事業費が増加したことに

よるものです。

平成２1年度の各科目ごとの配分は次のようになっています。
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一般会計各科目別予算額
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３ 平成２１年度一般会計歳入予算の内訳

　町の収入で一番多いのは、国から配分される地方交付税で３６億７，０００万円、次いで地方税２

１億１，１４７万５千円、地方債８億７，２０５万円の順になっています。

各科目の歳入総額に占める割合は、次の円グラフのとおりです。
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歳入の内訳
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歳入の割合
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４ 町税の推移と内訳

　町税の推移は、次のとおりとなっており、個人住民税で所得税からの税源移譲や定率減税の廃止な

ど税制改正の影響により平成１８年度と比較すると増額となっているものの、地方交付税及び地方譲

与税等の減少などにより町の全体の収入は減少しています。町税のさらなる収納率の向上に向け、さ

らなる町民の理解と納税意識を高めてもらえるよう努力しなければなりません。

　町税の内訳（平成１９年度決算）は、固定資産税が３９．５％を占めており、次いで個人町民税

３８．７％、町たばこ税７．５％、法人町民税６．９％、都市計画税５．８％、軽自動車税１．６

％の順になっています。

５ 管内市町村との税収の比較

　歳入に占める町税の割合を平成１９年度決算で比較してみると、２３．６％と網走支庁管内で１番

高くなっています。

２０．３％と管内で３番目となっています。
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６ 標準財政規模と地方交付税額

　平成１９年度の標準財政規模（人口や面積などを基準として、その町を運営していくために必要な

お金）の標準規模額（地方交付税を算定する基礎数値）と交付税額をグラフにしてみました。

　標準財政規模は全道町村では、音更町が１０５億５千万円と最も高く、次いで遠軽町の９０億７千

万円、別海町の８７億５千万円、美幌町は６１億２千万円で１１番目に位置し、管内では３市１町に

次いで４番目となっています。

　一方、全道町村の普通交付税の交付額では、遠軽町が最も高く６２億７千万円、次いで別海町の５

７億６千万円で美幌町は３３億７千万円と全道町村では１９番目、管内市町村では５番目となってい

ます。

　なお、全道で泊村だけは、基準財政需要額（必要最低限の水準である一般的な行政サービスに係る

経費）より基準財政収入額（町税等の収入額）が多いため、普通交付税が交付されていません。

地方債

6

管内市町村の標準財政規模及び交付税額
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７ 基準財政収入額及び基準財政需要額の推移

　基準財政収入額とは、個々の地方公共団体が、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一

定の方法によって算定した額をいい、基準財政需要額は、個々の地方公共団体が標準的な水準で行政

を行うために必要な経費を一定の方法によって算出した額を表します。この差額が地方交付税として

国から交付されます。

15

８ 地方交付税の推移

　地方交付税は、普通交付税と特別交付税の２種類に区分され、普通交付税は個々の地方公共団体が

標準的な水準で行政を行うために必要な経費の内、一般財源でまかなうべき額から、個々の地方公共

団体の標準的な一般財源（税収等）の収入額を超える分を地方公共団体に対し交付されます。

　特別交付税は、その年に生じた災害等特別の事情により多額の経費がかかる財政需要に反映させる

ために、交付税総額の６％の範囲内で交付されます。

　本町における交付税額の推移は、次のとおりとなっていますが、国の三位一体の改革に伴う交付税

制度の見直しにより大幅な削減がなされています。

7

地方交付税の推移

335,332 308,711 320,431 311,780 322,348

3,516,2703,611,743

4,752,584

3,367,720

3,709,236
4,034,155

4,566,007 4,283,260

3,695,733

310,218 351,964 302,189 304,699

3,838,618
3,672,419

3,923,523

4,016,164
4,386,119

4,591,971

5,087,916

4,876,225

4,011,425

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

単位：千円

普通交付税 特別交付税

普通＋特別

基準財政収入額及び基準財政需要額の推移

6,738,724

6,023,506
5,753,908

5,540,151

6,866,091 6,370,488

5,734,875 5,750,319 5,657,198

2,167,726

2,113,507

2,044,672 2,162,9561,976,959

2,083,308 2,138,4472,138,5762,039,142

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

単位：千円

基準財政需要額

基準財政収入額



９ 投資的経費の推移

　投資的経費（普通建設事業、災害復旧事業等）の推移をグラフにしてみました。
　今後も、財政状況から必要性、優先度、事業効果等十分検討し、後年度における財政負担を考慮し　
ながら進めていかなければなりません。

10 地方債（借金）の償還額と借入額の推移

　地方債の償還額（利息含む）は、高い水準で推移してきた投資的経費の財源として町債を発行して
きたことに加え、税収の低迷、減税による減収補てん、累次にわたる景気対策による公共事業の追加
に係る町債の増発により増加し、財政構造の硬直化の要因となっています。

11 各会計地方債（借金）の残高状況

　町の借金は、平成１９年度末で美幌町全体で２６８億５，３２１万１千円となっています。
　これを、平成２０年３月末の世帯数及び町民１人当たりの負担額に置き換えてみますと、１世帯当
たり ２，７４７千円（前年度２，９０７千円）、人口１人当たり １,２００千円（前年度１，２５７
千円）となります。ただし、借金の中には交付税より措置されるもの（国からの交付金）があり、借
入金額がそのまま町民の負担となるわけではありません。

8

会計別地方債残高

7,066,060

2,613,275

2,313,510

420,015

116,135

14,324,216一般会計

公共下水道特別会計

病院事業会計

水道事業会計

個別排水処理特別会計

介護サービス会計

単位:千円

総額　２６，８５３，２１１千円

一般会計地方債残高の推移

143.2

163.7 163.0 163.9
166.2 166.9

161.8
153.4

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

単位:億円

地方債償還額と借入額の推移

1,905,5471,940,8321,945,298
2,308,469

1,897,1311,816,6551,688,764
1,661,483

1,385,500
1,016,900

735,430

928,300

2,047,700

1,580,3001,455,300

548,265

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

単位：千円

償還額

借入額

投資的経費の推移

927,281

2,511,0932,340,271
2,715,362 2,520,726

2,987,465

1,126,0921,122,273

572,021847,821827,705

1,460,934
1,459,2851,656,974

1,838,073
1,808,765

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

単位：千円

投資的経費

内補助事業



12管内市町村の地方債（借金）と基金（貯金）残高の状況

　平成１９年度決算の管内市町村の一般会計における人口１人当の借金（地方債残高）と貯金（基金）

の状況は、次のとおりです。なお、借金の額は６４万円、貯金の額は１０万２千円となっており、借

金は管内の市町村で一番低くなっていますが、貯金の額も３番目に低くなっています。

　※人口は、平成２０年３月末住民基本台帳。

　美幌町の貯金の種類と金額は、平成１９年度末で次のようになっています。

なお、平成１９年度末の貯金総額は２２億７，５６４万４千円で、年々減少してきています。

9

基金の状況

420,629

267,347

92,378

73,016

44,981

661

638,596

730,020

3,016

5,000

財政調整基金

教育文化会館建設基金

公共施設整備基金

減債基金

福祉基金

ふるさとづくり基金

代替輸送確保対策事業基金

パークゴルフ場及び室内
ゲートボール場施設整備基金

中川商工振興・交通安全推進基金

学校施設整備基金

単位：千円

総額　２２億７，５６４万４千円

管内市町村の人口１人当の借金と貯金の状況

102

94

435

109

402

114

435

60

339

567

189

506

466

339

296

598

3,069

640

679

957

982

1,031

1,031

1,051

1,051

1,059

1,108

1,177

1,255

1,311

1,343

1,390

1,438

1,691

1,743

3,574

457

183

美幌町

北見市

上湧別町

斜里町

紋別市

津別町

遠軽町

佐呂間町

雄武町

網走市

訓子府町

湧別町

興部町

滝上町

小清水町

置戸町

大空町

清里町

西興部村

単位：千円
貯金 借金

基金残高の推移

23.023.523.6

28.228.7
32.0

34.8

22.8

Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

単位:億円



13財政状況（財政指標）

平成１９年度決算の状況で見ますと

○　経常収支比率の状況

　財政の状況をチェックする一つに「経常収支比率」という数値があります。これは、人件費や施設

維持管理費等毎年決まって支出するお金（経常経費）を町税や交付税等毎年決まって入ってくるお金

（経常的収入）で割返した数値をいいます。

　この数値が８０％であれば、その年に自由に使えるお金は２０％となります。従って、この数値が

低い程、様々な仕事を行えるということになります。

　通常、市町村における数値の基準は、７０％程度が妥当とされています。

　平成１９年度の管内市町村の状況は次のグラフのとおりですが、美幌町は９０．５％となっており

管内平均（加重平均）の９０．１％より高い数値となっています。

　美幌町の経常収支比率の推移は、次のとおりとなっています。

今後もさらなる経常経費の抑制と税収等の財源確保に努めなければばなりません。

10

経常収支比率の推移

77.9

80.6 80.9

88.4 88.4 87.8

90.5

77.7

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

単位：％

管内市町村の経常収支比率

96.6

93.1

90.5

88.288.1

85.7
83.7

82.882.281.3

95.8
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87.0
84.9
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82.681.9
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管内平均９０．１％



○　財政力指数の状況

　その町の人口や面積に応じて標準的にかかるお金に対して、標準的な状態において徴収が見込まれ

る税収入を一定の方法で算出した額がどの程度であるかを示す目安として｢財政力指数｣があります。

この指数は、「町の体力」を計る基準の数値で、「１」であれば１００％自分たちのお金で町を運営

できることとなり､｢０．５｣であれば５０％の経費を自分の町でまかなうことができることとなりま

す。

　平成１９年度全道で一番高い数値は、泊村の１．３５６で、次いで苫小牧市の０．７９８、千歳市

の０．７８３、厚真町の０．６８５で、全道市町村平均では０．４５９、町村平均では０．２６１と

なっています。美幌町は０．３７２で全道で３０番目（町村では８番目）、管内では北見市、網走市

に次いで３番目に高い数値となっています。　※平均は加重平均

　美幌町の財政力指数の推移は、次のとおりとなっています。

過去の最高数値は昭和５９年の０．４０６でそれ以降年々低下し、近年は０．３０～０．３８の間で

推移しています。

11

財政力指数の推移

0.310 0.319 0.326 0.337 0.346
0.361 0.372

0.307

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

管内市町村の財政力指数

0.226
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○　公債費比率の状況

　公債費（借金）が増えると財政を圧迫して、新たな取り組みなどができなくなります。こうした

借金の経常的に入ってくるお金（経常一般財源）に占める割合を示す指標に「公債費比率」があり

ます。この数値は、１０％を超さないのが望ましいといわれており、この指数が高くなると後年度

における財政負担が大きくなることを表しています。

　平成１９年度決算では、美幌町は２１．９％で管内では３番目に高く、望ましい数値である１０

％を２倍以上も上回っているため、財政負担が大きく、今後も高くなっていく傾向にあります。こ

のことは、過去に発行された地方債の償還額に充てる一般財源が増加してきていることを表してい

ます。このため、税収など一般財源の確保と地方債の借入額の抑制が必要となっています。

　

○　公債費負担比率の状況

　一般財源収入総額のうち、公債費に充てられた一般財源の割合を示す指数で、１５％を超えると

警戒ライン、２０％を超えると危険ラインと言われています。

　平成１９年度決算では、美幌町は２４．４％と、管内では８番目と中間の位置にありますが、危

険ラインを超えています。地方債の償還額が増加すると公債費負担比率も増加し、後年度の財政運

営を圧迫することから、今後の財政運営については、地方債の発行を抑制する必要があります。

　

○　起債制限比率の状況

　地方債の許可制限に係る指標として地方債許可方針に規定されたもので、次の算式による比率の

過去３カ年の平均をいうものであり、２０％を超えると地方債の発行が規制されます。

Ａ　当該年度の元利償還額

Ｂ　Ａに充てられた特定財源

　　Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｅ） Ｃ　普通交付税の算定において災害復旧費等として基準財政需要額に

　　　Ｄ－（Ｃ＋Ｅ） 　　算入された公債費

Ｄ　当該年度の標準財政規模

Ｅ　普通交付税において事業費補正により基準財政需要額に算入され

　　た公債費

　平成１９年度決算では、美幌町は１５．９％となっており、管内平均１２．９％を上回っていま

すが、まだ制限を受ける段階には至っておりません。

○　実質公債費比率の状況

　これまでの一般会計を基本とした起債制限比率に代わり、特別会計や企業会計負担金など、公債

費類似経費を加えた実質的な公債費負担を表す指標として新たに実質公債費比率が導入されました。

平成１９年度決算では、美幌町は２０．４％と管内では５番目に高い数値となっており、今後も特

別会計を含めて歳入確保、歳出削減を行い、高い利率の起債を繰上償還するなど平準化・圧縮し、

実質公債費比率の上昇を抑制する必要があります。

12

公債費比率、公債費負担比率、起債制限比率、実質公債費比率（Ｈ17～）の推移
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14人件費の状況

　歳出総額に対し、職員給与費・議員報酬などの人件費がどのくらい占めているかを見てみますと、

平成１９年度決算で美幌町は１６．２％と、管内で割合の低い方から８番目に位置しています。

　本町の人口１，０００人当たりの職員数は７．９１人となっており、北海道市町村平均の８．７４

を下回っています。

　本町の職員の給与水準の適性度（ラスパイレス指数）は９７．４％となっており、網走支庁管内平

均の９７．３％を上回っています。 （平成１９年地方公務員給与実態調査）

　※ラスパイレス指数…地方公務員と国家公務員の平均給与額を、国家公務員の職員構成を基準として、一般行政職における学歴別、　

　　　　　　　　　　　経験年数別に比較し、国家公務員の給与を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示した指数。
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管内市町村の人件費の割合
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管内市町村の職員定員管理（人口１，０００人当たり職員数）
及び給与水準（ラスパイレス指数）の適性度
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15バランスシート

　「バランスシート」とは、企業会計でいう「貸借対照表」のことで、ある一定時点において、どの

くらいの資産や負債があるのか、その差引である正味資産はいくらなのかを明らかにしたもので、財

務の運用状況が一目でわかる一覧表のことです。

　表の左側（借方）は、「資産の部」で、どのような資産を保有しているかを示しています。また、

表の右側（貸方）は、「負債の部」、「正味資産の部」で資金をどのように集めたかを示しています。

左側で何らかの形で運用された資金は、右側で調達されていますので「資産＝負債＋正味資産」とい

う式が成り立ちます。つまり、左側と右側の金額が一致するので、バランスシートと呼ばれています。

＜各項目の説明＞

○　有形固定資産

　　土地、建物、車両等の備品など長期間にわたって町民サービスに活用される資産

　主なものは、

　　・総務費～役場庁舎、町民会館、各地域の集会室、公用車（バス）など

　　・民生費～保育園、老人憩の家、コミュニティセンターなど

　　・衛生費～保健福祉総合センター（しゃきっとプラザ）、ごみ埋立処理施設など

　　・土木費～道路、公園など

　　・消防費～消防施設、消防自動車、救急自動車など

　　・教育費～学校、図書館、博物館、スポーツセンターなど

○　投資等

　　・投資及び出資金

　　　　町出資の第３セクターなどに対する出資額

　　・貸付金

　　　　町が法令等に基づき、町民・事業者等へ貸し付けている資金

　　・基金

　　　　福祉や学校施設整備、交通安全推進など特定の目的のために積み立てられた資金

○　流動資産

　　・現金・預金

　　　　町保有の現金・預金のほか、予期しない収入減や支出に備える資金である財政調整基金など

　　・未収金

　　　　町税や使用料、手数料等の未納分

○　固定負債

　　・地方債

　　　　町が借り入れた額のうち翌々年度以降に返済する元金

　　・債務負担行為

　　　　将来受けるサービスに対する支払いを約束した額

　　・退職給与引当金

　　　　職員全員が基準日に普通退職すると仮定した場合の退職金支払予定額

○　流動負債

　　・翌年度償還予定額

　　　　町が借り入れた額のうち翌年度に返済する元金

　　・翌年度繰上充用金

　　　　翌年度の収入を繰り上げて当年度の支払いに充てた額

○　正味資産

　　・国庫支出金

　　　　資産形成のために使用した国からの補助金、負担金

　　・都道府県支出金

　　　　資産形成のために使用した都道府県からの補助金、負担金

　　・一般財源等

　　　　資産形成のために使用した使途が特定されていない一般財源（町税）や使途が特定されてい

　　　る使用料、手数料など

※「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」の基準に沿って作成。
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(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 1,757,824

（２）民生費 510,249 （１）地方債 12,741,569

（３）衛生費 1,885,068

（４）労働費 112,391 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 2,669,094 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 219,510 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 14,986,256 債務負担行為計 0

（８）消防費 3,083

（９）教育費 10,739,777 （３）退職給与引当金 1,791,362

（10）その他 7,798

計 32,891,050     固定負債合計 14,532,931

（ うち土地 5,772,437 ）

    有形固定資産合計 32,891,050 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 1,582,647

（１）投資及び出資金 2,138,762

（２）貸付金 53,848 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 1,278,277     流動負債合計 1,582,647

② 土地開発基金 0

③ 定額運用基金 81,418

基金計 1,359,695   負  債  合  計 16,115,578

    投資等合計 3,552,305

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 730,020

② 減債基金 267,347 １．国庫支出金 10,439,636

③ 歳計現金 75,530

現金・預金計 1,072,897 ２．都道府県支出金 2,767,989

（２）未収金

① 地方税 132,199 ３．一般財源等 8,356,006

② その他 30,758

未収金計 162,957

    流動資産合計 1,235,854   正  味  資  産  合  計 21,563,631

 資  産  合  計 37,679,209  負 債・正 味 資 産 合 計 37,679,209

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 835,723 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円

　③利子補給等に係るもの 85,301 千円
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借 方 貸 方

バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト

（平成２０年３月３１日現在）



16平成１９年度キャッシュ・フロー計算書（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

Ⅰ　行政活動によるキャッシュ・フロー

１．町税・譲与税による収入

２．使用料・手数料による収入

３．人件費による支出

４．物件費による支出

５．維持補修費による支出

６．扶助費による支出

７．その他の収支
小　　計

８．交付金・地方交付税による収入

９．国庫及び道支出金による収入

10.分担金、負担金・寄附金による収入

11.補助費等による支出
合　　計

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１．有形固定資産の取得による支出

２．国庫及び道支出金による収入

３．財産売却による収入

４．財産運用による収入

５．貸付金の回収による収入

６．貸付金による支出

７．投資及び出資による支出
小　　計

８．基金繰入による収入

９．基金積立による支出

10.他会計への繰出による支出
合　　計

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１．地方債発行による収入

２．地方債償還による支出（元金）

３．地方債支払利子による支出
合　　計

Ⅳ　活動合計（資金増減額）

Ⅴ　資金期首残高

Ⅵ　資金期末残高

16

（単位：千円）

△ 259,715

△ 1,472,202

△ 622,787

△ 984,264

2,509,251

409,877

△ 1,581,325

32,637

△ 1,359,080

75,530

△ 351,668

△ 65,112

△ 428,314

629,487

△ 5,688

89,840

△ 269,174

△ 1,263,178

359,485

548,265

△ 1,568,032

△ 339,313

△ 1,331,179

319,749

43,520

31,687

△ 1,021,111

2,684,571

△ 765,975

4,008,456

658,383

23,107

行政活動のうち団体
内単独での収支合計

交付金･補助金の収支
も加味した行政活動
による収支合計

社会資本形成等、純粋
な投資活動による
収支合計

基金や特別会計への
収支も加味した投資
活動の収支合計

財務活動区分の
収支合計

歳計現金（形式収支）の
繰越及び年度末残高



17財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

標 準 税

収 入 額 等

A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額

C

標準財政規模
A+B+C

2,748 3,368 267 6,383

○　一般会計等の財政状況

（単位：百万円）

一 般 会 計 9,816 9,741 76 76 629 14,324

一 般 会 計 等 9,816 9,741 76 76 14,324

○　公営企業会計等の財政状況

（単位：百万円）

水 道 事 業
会 計 463 426 37 300 3 2,314 23法適用

病 院 事 業
会 計 1,539 1,701 △ 161 299 220 2,613 1,829法適用

公 共 下 水 道
特 別 会 計 2,090 2,088 2 2 395 7,066 3,201法非適用

個 別 排 水 処 理
特 別 会 計 77 76 1 1 16 420 255法非適用

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 2,978 2,935 43 43 213 － －

介 護 保 険
特 別 会 計 1,222 1,191 32 32 202 － －

老 人 保 健
特 別 会 計 2,381 2,380 0 0 237 － －

介 護 サ ー ビ ス
特 別 会 計 404 403 0 0 51 116 8

計 677 12,529 5,317

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。

　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。

　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

○　関係する一部事務組合等の財政状況

（単位：百万円）

美 幌 ・ 津 別 広 域
事 務 組 合 780 774 6 6 － 47 47

北 網 広 域 圏 組 合
( 一 般 会 計 ) 4 3 1 1 2 － －

北網広域圏組合(ふるさと市町村圏
基 金 事 業 特 別 会 計 ) 52 23 29 29 0 － －

網 走 地 方 教 育
研 修 セ ン タ ー 組 合 17 14 3 3 － － －

網 走 支 庁 管 内 町 村
交 通 災 害 共 済 組 合 50 49 2 0 － － －

計 40 47 47
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備　考

総 収 益
（ 歳 入 ）

総 費 用
（ 歳 出 ）

純 損 益
（形式収支）

資金剰余額／
不 足 額
（実質収支）

他会計等から
の 繰 入 金

企 業 債
（ 地 方 債）
現 在 高

左 の う ち
一 般 会 計等
繰 入 見 込額

歳　入 歳　出

一部事務組合等名

他会計等から
の 繰 入 金

地 方 債
現 在 高

会 計 名

会 計 名 形式収支 実質収支

総 収 益
（ 歳 入 ）

総 費 用
（ 歳 出 ）

純 損 益
（形式収支）

資金剰余額／
不 足 額
（実質収支）

他会計等から
の 繰 入 金

企 業 債
（ 地 方 債）
現 在 高

左 の う ち
一 般 会 計等
繰 入 見 込額

備　考

備　考



○　地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

（単位：百万円）

美 幌 み ど り の 村
振 興 公 社 0 41 30 32 － － － －

美 幌 峠 牧 場
振 興 公 社 1 8 9 － － － － －

美 幌 町 土 地
開 発 公 社 3 28 5 － － － － －

計 44 32 － － － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

○　基金の状況

（単位：百万円） （単位：百万円）

充当可能基金名 平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

財政調整基金(a) 746 730 △ 16 93 93 0

減 債 基 金 (b) 266 267 1 － － －

そ の 他 充 当
可 能 基 金 (c) 1,066 913 △ 153 － － －

充当可能基金　計(d) 2,078 1,911 △ 167 2,171 2,004 △ 167

　（注） １．｢充当可能基金｣とは｢将来負担比率｣の算定において、一般会計等が今後負担すべき地方債の償還などへ充てることができる基金の額をいう。

　　　　 ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。

○　財政指標の状況

財 政 指 標 名 平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

早期 健 全化
基 準

財 政 再 生
基 準

資金不足比率
（公営企業
会計名）

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.22 1.18 △ 0.10△ 14.28△ 20.00水 道 事 業
会 計 66.2

連 結 実 質 赤 字 比 率 11.78 △ 19.28△ 40.00病 院 事 業
会 計 21.3

実 質 公 債 費 比 率 23.0 20.4 △ 2.6 25.0 35.0公共 下 水道特 別 会 計 0.4

将 来 負 担 比 率 79.2 350.0 個別排水処理
特 別 会 計 8.0

財 政 力 指 数 0.36 0.37 0,1 － －

経 常 収 支 比 率 87.8 90.5 2.7 － －

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で

　　　　　　表示している。

　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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経 常 損 益
純 資 産 又は
正 味 財 産

当 該 団 体
からの出資金

当 該 団 体
からの補助金 備　考地 方 公 社

・ 第 三 セ ク タ ー 等 名

その他基金名

当 該 団 体
からの貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の 失 補 償 に
係る債務残高

一 般 会 計等
負 担 見 込額

備 荒 資 金
( 超 過 分 )(e)

合 併 特 例 債 に よ り
造 成 さ れ た 基 金 (f)

その他(d～fいずれにも
当てはまらない基金)(g)

合計(d+e+f+g)



18人口及び世帯数の推移

　国勢調査(５年毎)で見てみますと、最も人口が多かった年が昭和６０年の ２６,６８６人で、その

後は減少傾向にあります。一方、世帯数は、核家族化、高齢化による単身世帯等が進み年々増加し、

現在が一番多くなっていることが分かります。

　なお、第５期総合計画（H18～H27)においては、平成２７年度の将来人口を２１，０００人と想定し

ています。

産業別人口の推移（国勢調査）
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人口と世帯数の推移

13,016

14,739

17,041

21,104
22,819

19,820

26,133

24,772

24,71626,68625,853

26,207

10,900

25,916 26,534 25,680

23,905

2,014 2,564
3,556 4,233

5,321

6,294

6,855

7,464

7,969 8,280 8,760

2,238 2,692 3,711

8,089 8,499 8,883

大正14年 昭和10年 昭和20年 昭和30年 昭和40年 昭和50年 昭和60年 平成７年 平成17年

単位：人・世帯

人口　

世帯数

産業別人口の推移

5,801

3,460

1,162 1,777

2,451

3,110 3,253 3,016 3,219 3,582
3,257

4,815 6,027 7,608 7,420

5,218

2,1242,3622,5882,5172,695
1,794

3,958

1,686

3,162

2,471

7,8537,6196,9006,553 7,4135,447

7,320

昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

単位：人

第３次(サービス業･卸売小売業等)

第２次(製造業･建設業等）

第１次(農林業等)



　　近年の地方自治を取り巻く環境悪化は依然として深刻化を増し、更には、地方と都市の財政的な地

　域間格差を助長させる結果となっています。

　　現在本町の財政は、数次にわたる景気対策による公共事業のために借り入れた町債の償還費、社会

　福祉制度の改革や扶助費等の義務的経費が増大する一方、三位一体の改革における地方交付税削減の

　流れは変わらず、町税においても長引く不況などにより、伸び悩んでいます。さらに財政調整の役割

　を果たしてきた基金の残高も年々減少してきており、依然として深刻な状況が続いています。

　　この状況を踏まえ、今後も持続可能な行財政基盤を確立するため、徹底した経費の節減や組織のス

　リム化を行い、効果的な事務事業に重点化を図りながら、歳入に見合った歳出規模にしていくととも

　に、歳入についても受益者負担の原則に基づく料金設定等、適正な町民負担を実現していくことが急

　務となっています。

　　なお、取り組みの過程においては、町民の皆様にも一定の負担や痛みを分かち合うことをお願いす

　ることもあるかと考えますが、財政健全化に向け役場職員一丸となって取り組んで参りますので、町

　民の皆様のご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

「グラフで見る財政状況」に用いた数値は、次の資料からグラフ化しています。

① 網走支庁管内　市町村行財政概要 網走支庁管内町村会
北海道網走支庁　平成２１年４月発行

② その他、国勢調査、各会計決算書、網走支庁地域政策部地域政策課市町村係資料提供
により作成しました。

平成２１年５月作成

＊本書についてのお問い合わせは、役場総務部政策財務グループまでご連絡下さい。

電話 ７３－１１１１ 内線　 ２２０，２２１，２２２

お　わ　り　に
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